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重要業績評価指標

（ＫＰＩ）

年度

1

【　】

計画 実績 計画 実績

目標１ 交流拠点の整備【1箇所】 目標２

6,532 0 5,853 0

315 0 0 0

144 0 0 0

0

6,073 0 5,853 0

0 0 0 0

新たな交流拠点施設の活用

具体的な事業 新たな拠点施設（仮称産直交流施設）の活用事業（新規）

31年度実績

休止

6 事 業 費

年度
計画(千円) 実績(千円)

事業費 うち特定財源 事業費

5

取
組
実
績
と
今
後
の
予
定

27年度実績

昨年度から引き続き、基本調査業務の継続及び委員会開催による検討
・パブリックコメントの実施（基本構想に対する意見集約）
・第４回横芝光町産直交流施設検討委員会開催（基本構想の決定）【１回／報酬59,600円】
基本計画策定業務を開始するための業者（コンサルタント会社）選定
・横芝光町産直交流施設基本計画策定業務委託開始

28年度実績

昨年度から引き続き、基本計画策定業務の継続及び委員会開催による検討
・横芝光町産直交流施設基本計画検討委員会の開催（全６回）【6回/報酬276,600円】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【6回/報償120,000円】
・パブリックコメントの実施（基本計画に対する意見集約）
・基本計画の策定

29年度実績

未実施

30年度実績

休止

うち特定財源

予 算 事 業 名 新たな拠点施設（仮称産直交流施設）の活用事業 担当課 産業課

2 総合戦略の位置付け

基本目標 5 地域の魅力を最大限に活用し活性化する

具体的な施策

掲載ページ 29

事 業 概 要

農産物などの地場産品の販売と、新鮮な食の提供、そして観光客などの立ち寄り拠点となる複
合施設を整備し、人と物の交流を活性化する。総合戦略では、拠点施設の機能を十分に発揮で
きる仕組みを構築する。

事 業 年 度 平成２８年度～未定

(1) 交流や賑わいの拠点開発

②

 40 新たな拠点施設（仮称産直交流施設）の活用事業
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評価会議名称 横芝光町まち・ひと・しごと創生推進本部会議

評価年月日 令和元年8月1日

今後の方針 改善

今後の方針の理由 課題を整理する

計画変更の必要性 有

7

評価会議名称 横芝光町まち・ひと・しごと創生会議

評価年月日 令和元年7月1日

事業の評価 総合戦略のＫＰＩ達成に有効とは言えない

外部有識者からの
意見

特になし

6

評価会議名称 横芝光町まち・ひと・しごと創生推進本部会議

評価年月日 平成30年8月1日

今後の方針 改善

今後の方針の理由 課題を整理する

計画変更の必要性 無

5

評価会議名称 横芝光町まち・ひと・しごと創生会議

評価年月日 平成30年7月9日

事業の評価 総合戦略のＫＰＩ達成に有効とは言えない

外部有識者からの
意見

事業効果を整理し見直しを行うこと

横芝光町まち・ひと・しごと創生推進本部会議

評価年月日 平成29年8月16日

今後の方針 事業内容の見直し（改善）

今後の方針の理由 課題を整理して、従来の産直交流施設にとらわれない見直しを検討する

計画変更の必要性 無

8 ＫＰＩ評価履歴

1

評価会議名称 横芝光町まち・ひと・しごと創生会議

評価年月日 平成28年7月15日

事業の評価 実績が無いため評価を行わない

外部有識者からの
意見

特になし

2

評価会議名称 横芝光町まち・ひと・しごと創生推進本部会議

評価年月日 平成28年8月2日

今後の方針 事業の継続

今後の方針の理由 事業を開始したばかりなので今後の実績により判断する

計画変更の必要性 無

3

評価会議名称

横芝光町まち・ひと・しごと創生会議

横芝光町まち・ひと・しごと創生会議

評価年月日 平成29年7月10日

事業の評価 実績が無いため評価を行わない

外部有識者からの
意見

文教地域内での土地利用の矛盾、中学校説明会の課題、出店者団体の育
成、銚子連絡道路の延伸や町全体の観光振興との繋がりなど、計画内容
の見直しが必要である

4

評価会議名称

9 備　考

評価：事業休止中のため、評価なし
意見：事業休止中のため、意見なし

横芝光町まち・ひと・しごと創生推進本部会議

今後の方針：休止
　　　　　　課題を整理する

 40 新たな拠点施設（仮称産直交流施設）の活用事業


